
受給資格決定日（求職申込日）  支給番号 

令和   年   月   日  氏  名 

職業講習会    日 時    月   日   時   分

         会 場

【説明内容】

【持参するもの】

雇用保険説明会  日 時     月     日     時     分

         会 場

【説明内容】

【必ず持参するもの】

受給資格決定
時に持参しな
かったもの

（１〜５）

初回の認定日時       年     月     日     時     分

職業講習会受講確認欄

６〜１０（○印のもの）

　失業認定日に来所されないと、受給できない場合が
ありますのでご注意ください。
 来所できない場合は必ず事前にご連絡ください。

ハローワークの利用案内について

求人の閲覧・職業相談の方法など 

１．受給資格者のしおり  

２．ハローワーク受付票

３．求人票

４．筆記用具

５．その他（              ）

失業給付の手続について
・DVD 放映「基本手当を受給される皆様へ」
　失業給付のしくみや再就職した場合の手当など
・職員による補足説明
　受給資格者証の見方、提出書類の書き方、今後の日程など
１．受給資格者のしおり  
２．失業認定申告書
３．認定スケジュール
４．印かん
５．筆記用具

６．写真２枚（3cm×2.4cm 程度のもので、３か月以内に撮影されたもの）
７．本人確認、住居所及び年齢の確認できる写真付きの官公署発行の書類
　　＊運転免許証、マイナンバーカードなど
８．マイナンバー確認資料（通知カード　住民票（マイナンバー表示があ
　　るもの））
９．本人名義の預金通帳、キャッシュカード、払渡希望金融機関指定
　　届（普通預金口座に限る）
　　＊インターネットバンク・外資系銀行以外のもの
10．その他（                       ）



○　はじめに
　　この「しおり」は、これから皆さんが受給する雇用保険の失業等

給付の意味と受給に必要な手続きについてまとめたものです。
　　この「しおり」をよく読んで、雇用保険制度を正しく理解してい

ただき、受給手続きに誤りのないよう十分注意をしてください。

○　失業等給付は再就職のお手伝いをするために支給されます。
　　失業等給付は、失業中の生活を心配しないで、新しい仕事を探し、

１日も早く再就職していただくために支給されるものです。
　　積極的に就職しようとする意思といつでも就職できる能力があ

り、現在求職活動を行っている場合に支給されます。したがって、
退職された方に対して必ず支給されるものではありません。

○　失業等給付は、積立貯金ではありません。
　　皆さんに支給される失業等給付は、皆さん自身が納めた保険料だ

けでなく他の労働者及び事業主の納めた保険料、そして税金でまか
なわれています。

○　ハローワークに来所していただく日（「失業の認定日」または 
「職業相談日」）等に、突然、来所できない事由が生じた場合は、今 
後の手続きについてご説明しますので、必ずハローワークに電話で 
連絡をしてください。

失業等給付の趣旨を正しく理解しましょう

※ ハローワークでは皆様の再就職に向けた職業相談を実施しており
ます。職業相談には一定の時間がかかること等から、職業相談・
職業紹介をご利用いただくにあたっての時間帯（夜間開庁や土曜
開庁の日は除いた平日）は、9時～17時の間のご利用をお勧め
させていただきます。

○　雇用保険制度の内容や手続き上のことで、ご不明な点があれば、
どんなことでもお気軽にハローワークの職員にお尋ねください。
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職 業 講 習 会求職の申込みと受給資格の決定

離

　
　
　
　職

自己PRを
作成してみましょう

　ハローワークの利用案内や就
職活動の方法や準備の進め方、
応募書類の作成や面接のポイント
等についてご説明します。

　22ページ「１．就職したときの
手続きは」を参照してください。

次回、◯月◯日に
来所してください

基本手当の受給手続きの流れ



雇用保険説明会



アルバイト

　アルバイト、パートタイマー、派遣就業等の場合であっても、次
のいずれにもあてはまる場合には、雇用保険に加入しなければなり
ません。

６か月以上雇用されることが見込まれること。
（短期契約でも更新により６か月以上雇用される見込みを含む）

　パートタイマー、アルバイト、

47
47

１週間の所定労働時間が20時間以上あること。
31日以上雇用されることが見込まれること。
（短期契約でも更新により31日以上雇用される見込みを含む）
労働条件が雇用契約書、雇用通知書等に明確に定められていること。
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アルバイト

　アルバイト、パートタイマー、派遣就業等の場合であっても、次
のいずれにもあてはまる場合には、雇用保険に加入しなければなり
ません。

６か月以上雇用されることが見込まれること。
（短期契約でも更新により６か月以上雇用される見込みを含む）

　その際は、来所できない理由を明確に述べ、対応した職員の名前
を必ず確認してください。
（19ページ「９．認定日の変更ができる場合は」参照）

32

22
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　例）事務所等の賃貸借契約、資材関係の発注、委託契約等の締結、
官公庁への許認可手続等をされた場合。

（6�）新しい仕事に就いたとき。（パートタイマー、アルバイト､ 派
遣就業、見習・試用期間、研修期間を含み､ 収入の有無を問いま
せん。）（週あたりの労働時間が20時間未満の場合を除く。）

（7�）会社・団体の役員に就任したとき。また、現在役員に就任して
いる場合。（事業活動及び収入がない場合は窓口でご相談くださ
い。）

（8�）学業に専念する場合。（昼間の学校に通っており、すぐに就職
できない場合）

（9�）就職することがほとんど困難な職業や労働条件（賃金・勤務時
間等）にこだわり続けるとき。

（5�）自営をはじめたとき。（自営活動（準備開始含む）に専念する
場合を含みます。収入の有無を問いません。）
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　例）事務所等の賃貸借契約、資材関係の発注、委託契約等の締結、
官公庁への許認可手続等をされた場合。

（10�）雇用保険の被保険者とならないような短時間就労のみを希望す
るとき。

（11�）親族の看護等ですぐには就職できないとき。
　�　なお、病気、けが、妊娠、出産、育児、看護などの理由により
すぐに職業に就くことができないときは、「受給期間」を延長す
ることができます。（41ページ「１．受給期間の延長とは」参照）

　※ご不明な点は事前に必ずハローワークへご相談ください。

年齢区分 賃金日額上限額 基本手当日額上限額
    〜29 歳 13,520円 6,760円
30〜44 歳 15,020円 7,510円
45〜59 歳 16,530円 8,265円
60〜64 歳 15,770円 7,096円

（下限額）
年齢区分 賃金日額下限額 基本手当日額下限額

全年齢共通 2,577円 2,061円
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　「基本手当」の支給を受けることができる最大限の日数は、離職の
日における「被保険者であった期間」などに応じて１の表のとおり
定められ、これを「所定給付日数」といいます。
　ただし、倒産、解雇等により再就職の準備をする時間的余裕なく
離職を余儀なくされた方（特定受給資格者）については２の表により、
離職の日における「年齢」や「被保険者であった期間」により、「所
定給付日数」が決定されます。
　また、特定受給資格者以外の方であって期間の定めのある労働契
約が更新されなかった場合等（特定理由離職者）については、所定
給付日数が特定受給資格者と同様になる場合があります。（ただし、
受給資格決定にかかる離職の日が平成２１年３月３１日から平成
２４年３月３１日までの間にある方に限ります。）。
　なお、雇用保険被保険者番号（雇用保険被保険者証）を二つ以上持っ
ている方は、所定給付日数が多くなる場合もありますので、お申し
出ください。

（注）「被保険者であった期間」には、今回離職した事業所以前の雇
用保険に加入していた期間を通算することができます。ただ
し、失業給付（再就職手当等を含む）を受給した場合、または、
雇用保険の資格を喪失してから再び雇用保険に加入するまで
の期間が１年以上空いている場合には、通算できません。なお、
育児休業基本給付金の支給を受けた期間（当該期間中に就労
した日は除く）も被保険者であった期間に通算できません。

（注1）�「算定基礎期間」とは、雇用保険被保険者として雇用された期
間であって、次に掲げる期間を除きます。

　　　�・雇用保険の資格を喪失してから再び雇用保険に加入するま
での期間が１年を超える場合はそれ以前の期間※・失業等給付
の受給を受けたことがある場合については、受給資格決定に
係る離職の日以前の期間　・雇用継続交流採用職員であった
期間　・育児休業給付金の支給を受けた期間

　　　※�平成18年9月19日以前に雇用継続交流採用職員となるため、
被保険者資格を喪失した場合を含みます。

（注2）�雇用保険の加入手続きは、これまで２年を限度に遡って行う
ことが可能でしたが、平成２２年１０月１日から、雇用保険
料が給与から天引きされていたことが明らかである場合に限
り、２年を超えて遡って雇用保険の加入手続きができるよう
になりました。

　　　　詳細は、ハローワークの窓口にてご相談ください。

　「基本手当」の支給を受けることができる最大限の日数は、離職の
日における「算定基礎期間」などに応じて右表のとおり定められ、
これを「所定給付日数」といいます。
　ただし、倒産、解雇等により再就職の準備をする時間的余裕なく
離職を余儀なくされた方（特定受給資格者）については右表２のと
おり離職の日における「年齢」や「算定基礎期間」により、「所定給
付日数」が決定されます。
　また、特定受給資格者以外の方であって期間の定めのある労働契
約が更新されなかった場合（特定理由離職者）については、所定給
付日数が特定受給資格者と同様になる場合があります。（ただし、受
給資格決定にかかる離職の日が平成２１年３月３１日から令和４年
３月３１日までの間にある方に限ります。）。
　なお、雇用保険被保険者番号（雇用保険被保険者証）を二つ以上持っ
ている方は、所定給付日数が多くなる場合もありますので、お申し
出ください。
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　「基本手当」の支給を受けることができる最大限の日数は、離職の
日における「被保険者であった期間」などに応じて１の表のとおり
定められ、これを「所定給付日数」といいます。
　ただし、倒産、解雇等により再就職の準備をする時間的余裕なく
離職を余儀なくされた方（特定受給資格者）については２の表により、
離職の日における「年齢」や「被保険者であった期間」により、「所
定給付日数」が決定されます。
　また、特定受給資格者以外の方であって期間の定めのある労働契
約が更新されなかった場合等（特定理由離職者）については、所定
給付日数が特定受給資格者と同様になる場合があります。（ただし、
受給資格決定にかかる離職の日が平成２１年３月３１日から平成
２４年３月３１日までの間にある方に限ります。）。
　なお、雇用保険被保険者番号（雇用保険被保険者証）を二つ以上持っ
ている方は、所定給付日数が多くなる場合もありますので、お申し
出ください。

（注）「被保険者であった期間」には、今回離職した事業所以前の雇
用保険に加入していた期間を通算することができます。ただ
し、失業給付（再就職手当等を含む）を受給した場合、または、
雇用保険の資格を喪失してから再び雇用保険に加入するまで
の期間が１年以上空いている場合には、通算できません。なお、
育児休業基本給付金の支給を受けた期間（当該期間中に就労
した日は除く）も被保険者であった期間に通算できません。

１．定年・自己都合・懲戒解雇等により離職した方

２．倒産や解雇、雇止め等により再就職の準備をする時間的余裕な
く離職を余儀なくされた方

算定基礎期間

算定基礎期間

300日

360日

１年以上

150日

１年未満離職時等
の年齢

障害者等の
就職困難者

45歳未満

45歳以上
65歳未満

算定基礎期間

定年・自己都合・懲戒解雇・契約期間満了等により離職した方

90日

120日

150日
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１�．所定給付日数が300日あるいは360日の方が、2か月又は3か月
の「給付制限」を受ける場合には、離職の日の翌日から１年間（所
定給付日数が360日の方は１年＋60日）に「21日＋2か月又は3
か月＋所定給付日数－１年（所定給付日数が360日の方は１年
＋60日）」の期間を加えた期間が「受給期間」となります。

3
か
月

又
は
2
か
月
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２�．ただし、次の理由により離職した場合には、「待期」に加えて�
�さらに２か月又は３か月を経過した日からでなければ支給の対象と
はなりません。

2か月
又は
3か月



9/168/26 9/15 10/13 10/14

9/16から10/13まで

10/14に申告

8/26から9/15まで

9/16に申告

―失業の認定日の見方―
①�　右の受給資格者証の認定
日欄には３型−木と記載さ
れています。
②�　「3型」は認定日の週型を
表しており、この週型は右
のカレンダーのように１〜
４があります。
　　「木」は曜日を表します。
③�　したがって、週型３、曜日
が「木」となり、右のカレン
ダーの網かけの交差してい
る日が認定日となります。

週
型日 月 火 水 木 金 土

4

4 … … … 1 2 3 ④
1 ⑤ 6 7 8 9 10 ⑪
2 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
3 ⑲ 20 21 22 23 24 �
4 � 27 28 � 30 … …
… … … … … … …

5

4 … … … … … 1 ②
1 ③④⑤⑥ 7 8 ⑨
2 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
3 ⑰ 18 19 20 21 22 �
4 � 25 26 27 28 29 �
1 � … … … … … …

290331

66YY

300331

　「基本手当」の支給を受けるためには、あなた自身が管轄の
ハローワークに来所して「失業」の状態にあるかどうかの確認
（「失業の認定」）を受けなければなりません。
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9/168/26 9/15 10/13 10/14

9/16から10/13まで

10/14に申告

8/26から9/15まで

9/16に申告

9/168/26 9/15 10/13 10/14

9/16から10/13まで

10/14に申告

8/26から9/15まで

9/16に申告

4/3 4/22 4/23 5/20 5/21

4/3から4/22まで 4/23から5/20まで

4/23に申告 5/21に申告

「失業認定窓口への呼び出し方法について」
　失業認定窓口へお呼びする際に、他の方への書類等の誤交付防止のため
に、フルネームでの呼び出しを行っておりますので、ご理解とご協力をお
願いいたします。
　なお、諸般の事情からフルネームでの呼び出しを希望されない方は、事
前にハローワーク職員までご相談ください。
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　パートタイマー、アルバイト、派遣就業、見習・試用期間、研修
期間、臨時雇用、日々雇用など、名称を問わず申告が必要です。収
入が無くても申告してください。
　また、雇用された場合だけでなく、請負、委任により労務を提供
した場合、事業を開始（準備を含む）した場合、役員・理事などへ
の就任やボランティア活動を行った場合なども申告が必要です。

※�「失業認定申告書」には、「就職・就労」と「内職・手伝い」に
分けて申告します。

　※�　日をまたいで働いた場合の申告方法については、ハローワー
クにお問い合わせください。
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＜給付制限のない方＞ 

待期 
（7 日） 

求職活動 
1 回以上 

求職活動 
2 回以上 

求職活動 
2 回以上 

受
給
資
格
決
定
日 

待
期
満
了
日 

初
回
認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

＜給付制限のある方＞ 

待期 
（7 日） 

求職活動 
1 回以上 

求職活動 
3 回以上 

求職活動 
2 回以上 

受
給
資
格
決
定
日 

待
期
満
了
日 

初
回
認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

認
定
日 

認
定
日
の
前
日 

給付制限期間 
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（オンライン紹介）等

　　、オンライン自主応募
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※�再就職された場合は22ページ以降を参照してください。

就職や自営業を開始（準備に専念し、就職活動を行わない場
合を含む。）した場合
　⇒その日以後基本手当の支給はありません。
就労をした場合
　⇒その日の分について基本手当の支給はありません。　
　　ただし、
　　①就業手当に該当する場合→就業手当が支給されます。
　　②就業手当に該当しない場合→後へ持ち越しになります。
　　　（受給期間を過ぎた場合は持ち越しされません。）
※１　�「雇用保険の加入資格を満たしている場合」や、「契約期間が７

日以上の雇用契約等で、週の所定労働時間が20時間以上、かつ、
週の就労日が４日以上の場合」は、継続した就労であるとみなさ
れ、就労していない日に対しても基本手当の支給はありません。

※1
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9月16日 10月14日 11月11日

10月14日の認定日（B）に来所しなかった場合

　　　　　 9月16日～10月13
日での「失業の認定」は受けられ
ません。

10月15日～11月10日の間に必ず来所すること

5月21日 6月18日

6月19日〜7月15日の間に必ず来所すること

※�この間に来所しなかった場合は、
原則として、5月21日〜6月17日
までの「失業の認定」は受けら
れません。

7月16日

6月18日の認定日（B）に来所しなかった場合

事前に

した職員の名前を必ず確認しておいてください。）
（応対

申し出て、ハローワークの指示を受けてください。

（3�）本人の病気、けが、結婚、その他親族の看護、親族が危篤状態
にあるかまたは死亡したとき。
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前回の認定日 就職日 認定日 次回の認定日

不可能な場合は
この前日までに

原則、この前日に

①受給資格者証　②失業認定申告書
③印かん
④事業主の証明を受けた「採用証明書」
　（66ページ）
　　　　　　を持ってハローワークへ

１�．就職（パートタイマー、アルバイト、派遣就業、試用期間、研修期
間等も含みます。）したとき、または事業を開始（準備期間も含みます。
３ページ参照）したときは、速やかにハローワークに連絡してください。
　（1�）就職日（事業開始準備に専念する場合を含む）の前日までの失業の
認定を受ける

　　��　原則就職日の前日に、それが不可能な場合は「就職日以降に指
定されている認定日」の「次の認定日」の前日までに、あなた自
身がハローワークに来所してください。
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7／31 8/1 8/2 翌年8／1

◇　基本手当や就業促進手当などをまったく受給せずに再就職した場合

　「就職した場合」又は「事業を開始した場合」
　　　　　であって、一定の要件を満たした場合に支給されます。

※　ここでいう「就職」とは、労働者として雇用されることをいい
ます。

※　個人事業主として開業するなど、25ページ以降「事業を開始し
た場合」の要件を満たせば、再就職手当が支給される場合があり
ます。

2 ．再就職手当とは

47
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7／31 8/1 8/2 翌年8／1

《ご注意ください！！》
◎ハローワークの紹介とは、「紹介状」の交付を受け、応募した場合を
いいます。（※オンライン自主応募は、ハローワークの紹介に該当し
ません。）
求人検索パソコン等を見て、直接会社に応募した場合は、ハローワー
クの紹介にはなりません。
◎職業紹介事業者が運営する求人情報提供サイト等を見て直接会社に応

｢待期」満了後の１か月間は、ハローワーク等または許可・届出のあ
る職業紹介事業者※の紹介により職業に就いたこと。

8
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募した場合は、職業紹介事業者の紹介にはなりません。
◎職業紹介事業者の紹介による就職とは、紹介された会社に直接雇用さ
れる場合をいいます。「派遣社員」とは違うことに注意してください。

（27ページ表参照）

（1）　事業を開始した日（事業開始の準備に専念する場合はその日以降
の準備期間を含みます。）の前日までの失業の認定を受けたうえで、
支給残日数※が、所定給付日数の ３ 分の １ 以上であること。

（27ページ表参照）

※　支給残日数＝所定給付日数−すでに受給した日数
　　ただし、事業を開始した日から受給期間満了日までの日数が限度です。
給付制限中に事業を開始した場合は、給付制限が終わった日の翌日
から受給期間満了日までの日数。（ ）

5

（8）雇用保険の被保険者資格を取得していること。（雇用保険に加入す
る労働条件で働いていること。ただし、マルチ高年齢被保険者とな
る場合を除く。）

−25−

2か月
又は
3か月

給付制限



を開始したこと。

を開始したこと。

イ　受給期間内に雇用保険の適用事業主になること。
　　（おおむね 1年以下の期間を定めて行う事業の場合は除く。）
　※�　雇用保険の被保険者となる従業員を 1人以上雇った場合には雇

用保険の適用事業主となり、事業所の所在地を管轄するハローワ
ークに届出が必要です。なお、支給審査中に被保険者が離職し、
被保険者が存在しない場合は、要件に該当しないこととなります。

ロ�　イ以外で、法人登記簿謄本（個人事業の場合は、開業届の写し）、
営業許可証等により事業の開始、事業内容及び事業所の実在が確認
でき、かつ 1年を超えて事業を安定的に継続して行うことができる
と認められること。
　※�　事業内容によって異なりますので、詳細は窓口でお問い合わせ

ください。
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　この期間に事業
を開始した場合は
該当しません。

2か月
又は
3か月

給付制限



6,120円
4,950円

70

60
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3か月

給付制限



※　事業開始日とは、次のイまたはロのいずれかに該当する場合をいいます。

0916
210902-0915

210901
￥65,03014

　　　　　　　　　　　　　　　　　支給決定の時点で離職されてい
るか、または、支給要件を満たさなかった場合には、支給されません。

か

か

※　事業開始日とは、次のイまたはロのいずれかに該当する場合をいいます。

0916
210902-0915

210901
￥65,03014

　　　　　　　　　　　　　　　　　支給決定の時点で離職されてい
るか、または、支給要件を満たさなかった場合には、支給されません。

か

か

0428 230413
230414-0427290410 0422 13

290409
60,385 77

47

　支給決定の時点で支給要件を満たさなかった場合には、支給されま
せん。
　なお、支給が決定した場合、口座に入金されるまで約１週間かかり
ます。
　支給・不支給の決定は、文書で通知します。
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支給開始から、約 1か月後に就職すると…

4,645120

106

106

×50％×4,645円＝246,185円

14

120

支給開始から、約 3か月後に就職すると…

120日分

　90日受給

9月16日の認定日に基本手当を受給したうえで、残日数が106日
−１5日（前回の認定日9/16）

91 50

支給残日数

就職日の前日まで受給したうえ
で残っている日数

× 40％
（支給残日数1/3以上の場合）

50％
（支給残日数2/3以上の場合）｛ ｝又は

8/31 
6月1日 （基本手当日額4,655円） 

基本手当日額 

再就職手当 

＝ 

＝81日 

支給開始から、約 2か月後に就職すると…

120日

60

120

×40％×4,645円＝111,480円

120日分

×50％×4,645円＝278,700円

9/30までの失業の認定を受けた日数）=91日

120日分

あり、10月1日から就職した場合。（基本手当日額4,645円）

基本手当が5,840円を超える場合は5,840円
（60歳〜64歳までの方は4,711円）

基本手当日額

×

か

か

か

再就職手当

＝

（例）9月13日の認定日に基本手当を受給したうえで、残日数が108日	 あり、10月1日から就職した場合。（基本手当日額4,645円）
 108日（前回の認定日における支給残日数）−18日（前回の認定日（9/13）	 から、就職日前日（9/30）までの失業の認定を受けた日数）＝90日
	 再就職手当＝90日×70%×	 基本手当日額

90日30

90 292,635円70

70％60％
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支給開始から、約 1か月後に就職すると…

4,645120

106

106

×50％×4,645円＝246,185円

14

120

支給開始から、約 3か月後に就職すると…

120日分

　90日受給

9月16日の認定日に基本手当を受給したうえで、残日数が106日
−１5日（前回の認定日9/16）

91 50

支給残日数

就職日の前日まで受給したうえ
で残っている日数

× 40％
（支給残日数1/3以上の場合）

50％
（支給残日数2/3以上の場合）｛ ｝又は

8/31 
6月1日 （基本手当日額4,655円） 

基本手当日額 

再就職手当 

＝ 

＝81日 

支給開始から、約 2か月後に就職すると…

120日

60

120

×40％×4,645円＝111,480円

120日分

×50％×4,645円＝278,700円

9/30までの失業の認定を受けた日数）=91日

120日分

あり、10月1日から就職した場合。（基本手当日額4,645円）

基本手当が5,840円を超える場合は5,840円
（60歳〜64歳までの方は4,711円）

基本手当日額

×

か

か

か

再就職手当

＝

（例）9月13日の認定日に基本手当を受給したうえで、残日数が108日	 あり、10月1日から就職した場合。（基本手当日額4,645円）
 108日（前回の認定日における支給残日数）−18日（前回の認定日（9/13）	 から、就職日前日（9/30）までの失業の認定を受けた日数）＝90日
	 再就職手当＝90日×70%×	 基本手当日額

6,120円
4,950円

6,120円

167,220円

390,180円70

60
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　早期に再就職をして再就職手当の支給を受けた人が、引き続きその
再就職先に雇用保険の被保険者として 6か月以上雇用され、かつ再就
職先で 6か月の間に支払われた賃金が雇用保険の給付を受ける直前の
賃金に比べて低下している場合、就業促進定着手当の支給を受けるこ
とが出来ます。　

1 ．支給要件
（1）再就職手当の支給を受けていること。
（2�）再就職手当の支給を受けた再就職の日から、同じ事業主に雇用保
険の被保険者として引き続き 6か月以上雇用されていること。
　※�事業主の都合による出向等であっても、6か月経過前に再就職手
当の支給に係る再就職先にて、雇用保険の被保険者資格が喪失さ
れた場合には、この手当の支給は受けられません。

　※事業を開始されたことで再就職手当が支給された場合は、この手
　　当の支給は受けられません。
（3�）再就職手当の支給を受けた再就職の日から 6か月間に支払われた
賃金額の 1日分の額（A）が離職前の賃金日額（B）を下回ること。
　※AがBの上限（4ページ参照）を超える場合には、この手当の支給
　は受けられません。

2 ．支給される金額は
支給額＝（B − A）×再就職の日から6か月間内における賃金の支払いの基礎となった日数
（月給制の場合は暦日数、日給制や時給制の場合は労働の日数）
ただし、次のとおり上限額があります。
上限額：基本手当日額（※1）×基本手当の支給残日数に相当する日数（※2）×支給割合（※3）
　※ 1　基本手当日額の上限・・・6,120円

60歳から64歳までの方・・4,950円
　※ 2　再就職手当の給付を受ける前の支給残日数です。
　※₃　�再就職手当の支給割合が70％であった方は30％、60％であっ

た方は40％

3 ．就業促進定着手当とは

基本手当の日額は、毎年 8
月1日以降に変更されること
があります。（ 4ページ参照）

□�　60歳未満の時点で離職、離職時の賃金が月給制30万円、基本手当は5,687
円だった方が、所定給付日数90日を全て残して１日も受給せず、 4月 1 日
から再就職をして再就職手当を受給。
　　再就職後 6か月間の賃金は月給制27万円になった場合。
□�　離職前の賃金日額は10,000円（B）、再就職後 6か月間の賃金の 1日分の
額は9,000円（A）です。
□�　賃金支払い基礎日数は、月給制なので歴日数（ 4月 1 日から 9月30日ま
での183日）です。
□　就業促進定着手当の金額を計算式により一通り計算すると
　（10,000円　−　9,000円）　×　183日　＝　183,000円　となります。
□　この場合の上限額は次のとおりなので、153,549円が支給されます。
　　5,687円　×　90日　×　30％　＝　153,549円
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3 ．支給申請の方法
　再就職手当の支給を受けた就職の日から 6 か月経過した日の翌日
から 2 か月以内に「受給資格者証」と「就業促進定着手当支給申請書」
と、出勤簿の写し、賃金台帳の写し等、引き続き雇用されていること、
賃金が低下したことを確認できる客観的資料を再就職手当の支給申
請を行ったハローワークに提出します。提出は郵送でも差し支えあ
りません。

4 ．支給決定について
　支給申請書を提出した後、支給・不支給の決定をするために一定の
調査期間（約 2週間）を要します。支給が決定した場合、口座に入金
されるまでさらに約 1週間かかります。
　支給・不支給の決定は、文書で通知します。

　 1 年以内の短期的な職業に就いて、 5 つの支給要件をすべて満たし
たときに支給されます。（雇用契約のほか、業務委託や請負も支給対
象になります。）
☆　再就職手当と就業手当の関係

再就職手当… 1 年を超える安定した職業に就いたと認められる場合
就 業 手 当… 1 年以内の短期的な職業に就いた場合
例 1）期間の定めのない正社員→再就職手当

　　　　 6か月の契約社員（更新なし）、日々雇用→就業手当
例 2）会社設立（長期的な事業）→再就職手当

　　　　 1年の業務委託契約→就業手当

1 ．支給要件
（1�）就労した日の前日までの失業の認定を受けたうえで、支給残日数※

が、所定給付日数の 3 分の 1以上、かつ、45日以上であること。
　（下表参照）

※　支給残日数=所定給付日数－すでに受給した日数

　　ただし、就職日から受給期間満了日までの日数が限度です。
給付制限中に就職した場合は、給付制限が終わった日の翌日から受給
期間満了日までの日数。（ 8ページ図参照）（ ）

4 ．就業手当とは
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所定給付日数 支給残日数 就業手当の額
90日 45日以上 基本手当日額※×30％

（1円未満の端数は切り捨て。）

※基本手当日額の上限…6,120円
（60歳から64歳までの方は4,950円）

※基本手当の日額は、毎年 8月 1
日以降に変更されることがありま
す。（ 4ぺージ参照）

120日
150日 50日以上
180日 60日以上
210日 70日以上
240日 80日以上
270日 90日以上
300日 100日以上
330日 110日以上
360日 120日以上

（2）採用の内定が「受給資格決定日」以後であること。
（3）「待期」が経過した後職業に就いたこと。
（4）離職理由により「給付制限」を受けた場合（25ページ図参照）
　　　⇒�「待期」満了後の1か月間は、ハローワークの紹介または厚生労働

大臣が許可した職業紹介事業者の紹介により職業に就いたこと。
（※オンライン自主応募は、ハローワークの紹介に該当しません。）

（5）離職前の事業主または関連事業主に雇用されたものでないこと。
　　＊�関連事業主とは、資本、資金、人事、取引等の状況からみて
　　　離職前の事業主と密接な関係にある事業主をいいます。

　☆　業務委託や請負の場合は、上記（1）から（3）と、

　　　　（4）�「離職理由により「給付制限」を受けた場合は、
「待期」満了後の 1か月間を経過した後に開始した
こと」（26ページ図参照）

　　　の 4 つの支給要件を満たした場合に支給されます。

2 ．支給される日数
　　原則として、就労した日の分について支給されます。

　　☆�　ただし、以下のいずれかにあたる場合は、継続した就労である
とみなされ、就労していない日に対しても基本手当ではなく、就
業手当が支給されます。

①　雇用保険の加入資格を満たしている場合
　　（実際には加入手続きをしていない場合も含みます）
②　�①以外で、契約期間が 7 日以上の雇用契約等で、週の所定労
働時間が20時間以上、かつ、週の就労日が 4 日以上の場合

（ ）

−33−



　なお、この就業手当が支給された日については、基本手当の支給を受
けたものとみなされます。

基本手当

前回の認定日
（支給残日数≧所定給付日数の1/3かつ45日以上）

今回の認定日の前日

基本手当就労5日

認定対象期間（原則28日）

例）今回の認定日の「認定対象期間」に5日就労し、就業手当の支給
要件に該当する場合。（基本手当日額4,645円）

※　また、就労していない日について失業の認定を行った場合、基
本手当が同時に支給されます。

☆　就業手当として支給された5日は基本手当が支給されたとみなさ
れ、残日数から差し引かれます。

就業手当 4,645円×30%×5日=6,965円

基本手当 23日（28日－5日）×4,645円=106,835円

3 ．支給申請の方法
　原則として認定日に来所して「受給資格者証」「就業手当支給申請書」
と、給与明細書等の就労したことが確認できる客観的資料を提出します。
　☆�　就労期間が比較的長期にわたる場合には、認定日のつど、代理
人または郵送で申請できる場合があります。この場合は「就業手
当支給申請書」に就職（就労）した事実等についての事業主の証
明が必要です。また、代理人による申請の場合は委任状が必要です。

4 ．支給決定について
　認定日において支給申請書を提出した後、支給・不支給が決定され
ます。

　受給期間内に、次の「 1．支給要件」のすべてを満たして就職した
ときに支給されます。

1 ．支給要件
　（1�）障害者等の就職が困難な方、４５歳以上の「労働施策の総合的な推進並びに
労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律」に基づく再就職援助

5 ．常用就職支度手当とは
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計画等の対象者（離職前の事業主から、求職活動支援書等が交付されている方）等。
　（2�）就職日の前日までの失業の認定を受けたうえで、支給残日数が所定給付日数
の３分の１未満であること。

　（3�）ハローワークの紹介または厚生労働大臣が許可した職業紹介事業者の紹介に
より職業に就いたこと。（※オンライン自主応募は、ハローワークの紹介に該
当しません。）

　（4）「待期」が経過した後、職業に就いたこと。
　　　また、給付制限のある方は、給付制限が経過した後、職業に就いたこと。
　（5） 1 年以上引き続いて雇用されると認められること。
　（6）雇用保険に加入する労働条件で働いていること。ただし、マルチ高年齢被保
　　険者となる場合を除く。
　（7）「再就職手当」の支給を受けることができないこと。
　（8）離職前の事業主に再び雇用されたものでないこと。
　（9�）過去 3年以内の就職について、「再就職手当」、「常用就職支度手当」の支給
を受けていないこと。

2 ．支給される金額
支給残日数 常用就職支度手当の額
90日以上 90日分×40％×基本手当日額※

45日以上90日未満 残日数×40％×基本手当日額※

45日未満 45日分×40％×基本手当日額※

　※　基本手当日額の上限…6,120円（60歳から64歳までの方は、4,950円）
　※　基本手当の日額は、毎年8月1日以降に変更されることがあります。（4ページ参照）

☆�　所定給付日数270日以上の方は、実際の支給残日数にかかわらず、支給残日数
90日以上の場合と同額になります。

3 ．支給申請の方法
　就職した日の翌日から 1か月以内に、「受給資格者証」と「常用就
職支度手当支給申請書」をハローワークに提出します。

4 ．支給決定について
　支給申請書を提出した後、支給・不支給の決定をするために一定の
調査期間（約 1か月）を要します。支給決定の時点で離職されている
か、または、支給要件（34ページ参照）を満たさなかった場合には、
支給されません。
　なお、支給が決定した場合、口座に入金されるまでさらに約 1週間
かかります。
　支給・不支給の決定は、調査期間経過後、文書で通知します。
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1 ．新たな受給資格を得た場合
　就職した事業所で被保険者となって働き、新たに受給資格を得た場
合は、以前の受給資格はなくなり、新たな受給資格で受給します。
　※　�定年・自己都合・懲戒解雇等により離職した方は、その離職日

以前 2年間に被保険者期間が12か月以上必要です。
　※�　倒産・解雇・雇止め等により離職した方は、上記要件を満たさ
ない場合でも、その離職日以前 1年間に被保険者期間が 6か月以
上ある場合は新たな受給資格を得ます。

2 ．新たな受給資格を得られなかった場合　
（1�）「所定給付日数」分の基本手当を受給する前に、（「支給残日数」
を残して）就職した後、受給期間内に再び離職したときは、受給期
間が満了するまでの間に、「支給残日数」の範囲内で「基本手当」
を受給することができます。

☆�　就職に際し「就業促進手当」（22ページ以降参照）を受給
したときは、その支給日数分※は、すでに「基本手当」が支
給されたものとして計算されます。
※　「就業手当」の支給日数⇒就業手当が支給された日数
　　「再就職手当」の支給日数
　　　　⇒�再就職手当支給額÷基本手当日額（年齢による上限

額有）
　　「就業促進定着手当」の支給日数
　　　　⇒�就業促進定着手当支給額÷基本手当日額（年齢によ

る上限額有）
※　�　基本手当日額は、毎年 8月 1日以降に変更されることが
あります。（ 4ページ参照）

（2�）再び基本手当の支給を受けるには、離職後速やかに、ハローワ
ークで再度求職の申込みをしてください。

「受給資格者証」と「離職票又は資格喪失確認通知書」

※　雇用保険に加入していなかった場合には、「離職票又は資格喪失
確認通知書」の代わりに「退職証明書」（64ページ）

6 ．受給中に就職して、
　　その受給期間内に再び離職したときは
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☆�　再度求職の申込みをした日から基本手当の支給対象となります。
☆�　「待期」や「給付制限」が満了していない場合は「待期」や「給
付制限」の経過後から基本手当の支給の対象となります。
　（ 9〜10ページ参照）

　　例�）受給中に再就職し、再就職手当の支給を受けた後に離職した
場合。（基本手当日額5,000円、所定給付日数180日）

（180日－ 30日）×70 ％×5,000円
　　　　　　　　　　 　＝525,000円
（180日－ 30日）×70 ％
　　　　　　　　＝基本手当の105日分

再就職手当

待期

受　給　期　間
（　1　年　間　）

基本手当
30日分支給

受給資格なし
就　職

離
職
の
日
の
翌
日

受
給
資
格
決
定
日

再
求
職
申
込
日

受
給
期
間
満
了
日

＊　180日（所定給付日数）－（30日（基本手当）＋105日（再就職手
当））＝45日の範囲内で基本手当の支給を受けることができます。

基本手当
45日分

（3�）「再就職手当」の支給を受けた後、直前の受給資格に係る受給期間
内に倒産解雇等の理由により離職した場合には、当初の受給期間に加
えて、以下の期間が延長されます。

　☆　延長される期間（＋ 1年間が受給期間になります。）

受給資格に係る離職日の翌日
から再離職までの期間

再就職手当
支給後の残日数

当初の受給期間
（ 1年間）（ ） （ ）（ ）＋14日＋ －
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　　例�）基本手当30日分の支給後に再就職し、再就職手当の支給を受
けた後離職した場合。（所定給付日数180日）

8／1 翌年8／9
315日

59日（14日＋45日）

再就職手当支給
（基本手当105日分）

↓
支給後の残日数45日

待期

受　給　期　間
（　1　年　間　）

基本手当
30日分支給

受給資格なし
就　職

離
職
の
日
の
翌
日

受
給
資
格
決
定
日

当
初
の

　受
給
期
間
満
了
日

再
離
職
の
日

延
長
後
の

　受
給
期
間
満
了
日

＊　315日（受給資格に係る離職日の翌日から再離職の日）＋14日＋
45日（再就職手当支給後の残日数※）－365日（当初の受給期間）
＝9日が延長されます。（※就業促進定着手当を受給した場合は、
支給したとみなされた日数を差し引く。）

延長
日数
9日

（4�）受給中に、安定した職業に就いた方が、以下の理由で「再就職手当」・
「常用就職支度手当」のいずれも受けずに、その後離職した場合には、
さかのぼって就業手当の申請ができる場合があります。

・�　過去 3年以内の就職について、「再就職手当」、「常用就職支度手当」
の支給を受けていたため

☆�　当初の受給期間内に離職し、なおかつその受給期間内に来所する
ことが必要です。
☆�　再度離職された場合には、速やかにハローワークにご連絡くださ
い。
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　受給資格者の方がハローワークや職業紹介事業者等の紹介した職業
に就くため、又はハローワークの所長の指示した公共職業訓練等を受
講するため、その住居所を変更する場合であって、ハローワークの所
長が必要であると認めたときに支給されます。
　移転費を受給できる方は以下の方となります。
　基本手当の受給資格者の方がハローワークや職業紹介事業者等の紹
介した職業に就くため、又はハローワークの所長の指示した訓練を受
けるため、その住居所を変更する場合で、次のイ、ロのいずれにも該
当する方。（※オンライン自主応募は、ハローワークの紹介に該当し
ません。）
　イ�　待期又は給付制限（法第32条第1項、第2項又は第52条第1項の
規定による給付制限に限る。）の期間が経過した後に就職し、又
は訓練等を受けることとなった場合であって、管轄のハローワー
クの所長が住居所の変更を必要と認めた場合。

　　�　なお、次のいずれかに該当する場合には、住居所を変更する必
要があると認められるものとして取り扱います。

　　ⅰ）�　通常の交通機関を利用し、又は通常の交通の用具を使用し
て通勤（所）するための往復所要時間が４時間以上であると
き

　　ⅱ）�　交通機関の始（終）発等の便が悪く、通勤（所）に著しい
障害を与えるとき

　　ⅲ）�　就職先の事業所又は訓練等を受講する訓練施設の特殊性又
は事業主の要求によって移転を余儀なくされるとき

　ロ�　当該就職又は公共職業訓練等の受講について、就職準備金その
他移転に要する費用が就職先の事業主、公共職業訓練等の施設の
長その他の者から支給されないとき、又はその支給額が移転費の
額に満たない方。

　なお、上記イ、ロに該当する場合であっても、就職先の雇用期間が
１年未満の場合や循環的に雇用されることが慣行となっている方が離
職前と同様の状態で再雇用された場合等については、移転費は支給さ
れません。
（申請の手続き等については、職員までお尋ねください。）

７ ．移転費とは
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・以下の３種類に分けられます。

［広域求職活動費］
　受給資格者の方がハローワークの紹介により広範囲の地域にわたる
求職活動をする場合であって、ハローワークの所長が必要であると認
めたときに、支給されます。（※オンライン自主応募は、ハローワー
クの紹介に該当しません。）
　なお、「広範囲の地域にわたる求職活動」とは、安定所の紹介によ
り受給資格者が管轄安定所の管轄区域外に所在する求人者の事業所を
訪問し、当該事業所へ就職するか否かを決定するために、求人者に面
接したり、事業所の状況を実見したりすることをいいます。

［短期訓練受講費］
　受給資格者がハローワークの職業指導により再就職の促進を図るた
めに必要な職業に関する教育訓練を受け、当該短期訓練を終了した場
合において、当該短期訓練の受講のために支払った費用について教育
訓練給付金の支給を受けておらず、ハローワークの所長が必要である
と認めたときに、支給されます。

［求職活動関係役務利用費］
　受給資格者が求人者との面接等をしたり、教育訓練を受講するため、
その子に関して保育等サービスを利用する場合に支給されます。

� （申請手続き等、詳細については職員までお尋ねください。）

８ ．求職活動支援費とは
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か

か

か

か

早期に
「受給期間延長申請書」に「受給資格者証」及び受給期間延長の理
由を証明するものを添えてハローワークへ提出してください。

※　申請期間については、受給資格に係る離職の日の翌日から起算して 4年を経過

（不妊治療を含む）
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　なお、所定給付日数330日及び360日の方が延長できる期間は、そ
れぞれ最大限３年－30日及び３年－60日となります。（２か月又は
３か月の「給付制限」を受ける場合は、さらに８ページ（注）１の
期間を加えた期間となります。）



か

か

か

か

か

する日までの間（延長後の受給期間が 4年に満たない場合は当該期間の最後の日ま
での間）ですが、受給期間延長の申請が遅い場合は、受給期間延長を行っても基本
手当の所定給付日数の全てを受給できない可能性がありますので、30日以上職業に
就くことができなくなった場合には、できるだけ早期に延長の申請をお願いします。
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ア�．就職や就労（パートタイマー、アルバイト、派遣就業、見習・
試用期間、研修期間、臨時雇用、日々雇用などを含む。）した場合、
その事実を申告しないとき、また採用年月日を偽って申告したとき。
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え
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Ⅴ　その他の制度、手続きについて

Ⅰ．「一般教育訓練」に関する教育訓練給付金制度とは・・・
　�　働く人の主体的な能力開発の取組を支援し、雇用の安定と再就職
の促進を図ることを目的とする雇用保険の給付制度です。
　�　一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者等（在職者）または
一般被保険者等であった方（離職者）が、厚生労働大臣の指定する
一般教育訓練を受講し修了した場合、本人自らが教育訓練施設に支
払った教育訓練経費の一定割合（20％）に相当する額（上限10万
円）をハローワークから支給します。

Ⅱ．「特定一般教育訓練」に関する教育訓練給付金制度とは・・・
　�　働く人の早期のキャリア形成を支援し、雇用の安定と再就職の促
進を図ることを目的とする雇用保険の給付制度です。
　�　一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者等（在職者）または
一般被保険者等であった方（離職者）が、厚生労働大臣の指定する
特定一般教育訓練を受講し修了した場合、本人自らが教育訓練施設
に支払った教育訓練経費の一定割合（40％）に相当する額（上限20
万円）をハローワークから支給します。

Ⅲ．「専門実践教育訓練」での教育訓練給付金制度とは・・・
　�　働く人の主体的で、中長期的なキャリア形成を支援し、雇用の安
定と再就職の促進を図ることを目的とする雇用保険の給付制度です。
　�　一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者等（在職者）または
一般被保険者等であった方（離職者）が、厚生労働大臣の指定する
専門実践教育訓練を受講（修了）した場合、本人自らが教育訓練施設
に支払った教育訓練経費の一定割合（50％〜70％）に相当する額
（上限年間40万〜56万円）をハローワークから支給します。

Ⅳ．「専門実践教育訓練」での教育訓練支援給付金とは・・・
　�　専門実践教育訓練の教育訓練給付金を受給される方のうち、昼間
通学制の専門実践教育訓練を受講しているなど、一定の要件（受講
開始時に45歳未満等）を満たした方が失業状態にある場合に、訓練
受講をさらに支援するため、雇用保険の基本手当の80％に相当する
額をハローワークから支給する制度です。

1 ．教育訓練給付制度
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３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

１�．ハローワークで行う「職業相談」のなかで、再就職するために公共職業
訓練などを受講する必要があると認めたときは、ハローワークがこれを指
示することがあります（受講指示）。ただし、入校日において一定の残日
数（離職理由や所定給付日数により異なります）があることが必要です。
２�．「受講指示」により職業訓練を受ける場合には、訓練期間中に所定給付
日数分の支給が終了しても、訓練が終了する日まで引き続き基本手当が
支給されるほかに、訓練受講に要する費用として、「受講手当」、「通所手
当」などが支給されます。

３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

方

例えばこんな講座が・・・
　一般教育訓練制度では、情報処理技術者資格、簿記検定、介護職員
初任者研修修了などを目指す講座など、働く人の職業能力アップを支
援する多彩な講座が指定されてます。
　特定一般教育訓練制度では、普通自動車第二種免許、中・大型自動
車一種・二種免許、玉掛け・フォークリフト運転、けん引免許など、
早期のキャリア形成を支援する講座が指定されています。
　専門実践教育訓練制度では、業務独占資格・名称独占資格の取得を
目的とする講座、専門学校の職業実践専門課程、専門職大学院など、
中長期的なキャリア形成を支援する講座が指定されています。
　ハローワークでも閲覧できるほか、インターネットの厚生労働省ホー
ムページでもご覧になれます。
 
支給要件、支給額等の詳細につきましては、職員までお尋ねください。

５．受給資格者創業支援助成金とは

８．受給中に本人が亡くなられたときは

２．未支給失業等給付を受けるためには、死亡したことを知った日の
翌日から1か月以内（但し、当該受給資格者が死亡した日の翌日から
起算して6か月以内）に請求をしなければなりません。

１．受給中に受給資格者本人が亡くなられたときは、当該受給者と死
亡当時生計を同じくしていた遺族の方が、死亡の前日までの「失業
の認定」を受けることができます。

７．住所、氏名を変更するときは

６．個別延長給付とは

　倒産・解雇などの理由により離職された方（特定受給資格者）や期
間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等により離職された
方（特定理由離職者）のうち、特に積極的に求職活動を行っていると
公共職業安定所長が認めた方は、個別延長給付の対象となり、所定給
付日数分を支給した後、給付日数が延長されます。詳しくは、雇用保
険給付課の職員におたずねください。

５．受給資格者創業支援助成金とは

８．受給中に本人が亡くなられたときは

２．未支給失業等給付を受けるためには、死亡したことを知った日の
翌日から1か月以内（但し、当該受給資格者が死亡した日の翌日から
起算して6か月以内）に請求をしなければなりません。

１．受給中に受給資格者本人が亡くなられたときは、当該受給者と死
亡当時生計を同じくしていた遺族の方が、死亡の前日までの「失業
の認定」を受けることができます。

７．住所、氏名を変更するときは

６．個別延長給付とは

　倒産・解雇などの理由により離職された方（特定受給資格者）や期
間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等により離職された
方（特定理由離職者）のうち、特に積極的に求職活動を行っていると
公共職業安定所長が認めた方は、個別延長給付の対象となり、所定給
付日数分を支給した後、給付日数が延長されます。詳しくは、雇用保
険給付課の職員におたずねください。
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３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

３．公共職業訓練などを受講する場合には

２．高年齢雇用継続給付とは

４．紹介拒否などによる給付制限とは

か

５．受給資格者創業支援助成金とは

８．受給中に本人が亡くなられたときは

２．未支給失業等給付を受けるためには、死亡したことを知った日の
翌日から1か月以内（但し、当該受給資格者が死亡した日の翌日から
起算して6か月以内）に請求をしなければなりません。

１．受給中に受給資格者本人が亡くなられたときは、当該受給者と死
亡当時生計を同じくしていた遺族の方が、死亡の前日までの「失業
の認定」を受けることができます。

７．住所、氏名を変更するときは

６．個別延長給付とは

　倒産・解雇などの理由により離職された方（特定受給資格者）や期
間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等により離職された
方（特定理由離職者）のうち、特に積極的に求職活動を行っていると
公共職業安定所長が認めた方は、個別延長給付の対象となり、所定給
付日数分を支給した後、給付日数が延長されます。詳しくは、雇用保
険給付課の職員におたずねください。

５．受給資格者創業支援助成金とは

８．受給中に本人が亡くなられたときは

２．未支給失業等給付を受けるためには、死亡したことを知った日の
翌日から1か月以内（但し、当該受給資格者が死亡した日の翌日から
起算して6か月以内）に請求をしなければなりません。

１．受給中に受給資格者本人が亡くなられたときは、当該受給者と死
亡当時生計を同じくしていた遺族の方が、死亡の前日までの「失業
の認定」を受けることができます。

７．住所、氏名を変更するときは

６．個別延長給付とは

　倒産・解雇などの理由により離職された方（特定受給資格者）や期
間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等により離職された
方（特定理由離職者）のうち、特に積極的に求職活動を行っていると
公共職業安定所長が認めた方は、個別延長給付の対象となり、所定給
付日数分を支給した後、給付日数が延長されます。詳しくは、雇用保
険給付課の職員におたずねください。

50

２．未支給失業等給付を受けるためには、当該受給資格者が死亡した
日の翌日から起算して６か月以内に請求をしなければなりません。

３．未支給失業等給付を受けようとする方について、本人確認・個人
番号の確認が必要となります。

４．代理人による場合は、代理人の身元確認資料及び委任状が必要と
なります。

　　確認・添付資料等はハローワークへお問い合わせください。

３�．離職理由による給付制限を受ける場合であっても、「受講指示」によ
り公共職業訓練等を受ける日以降、給付制限が解除され基本手当が支給
されます。
４�．訓練受講修了日等において、一定の要件に該当される場合には、訓練
終了後の期間について最大３０日基本手当が延長して給付される可能性
があります。
　�　延長して給付を受けた場合は、個別延長給付の支給は受けられません。

「受講指示」の要件や職業訓練の詳細については、職業訓練窓口でお尋ね
ください。
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１�．ハローワーク等が行った失業給付に関する処分に疑問等が生じた場
合は、まずハローワーク等の窓口で処分の内容について十分説明を受
けてください。
　�　その結果、なお不服がある場合は、その処分があったことを知った
日の翌日から３か月以内に、東京労働局雇用保険審査官に審査を申し
出ることができます。これを「審査請求」といいます。
　�　審査官は、ハローワーク等が行った処分が、雇用保険法や業務取扱
要領に基づいて行われているかどうかを審査します。（したがって、
雇用保険制度（雇用保険法や業務取扱要領に対する不服）については、
審査を行いません。）
２�．この「審査請求」は、ハローワークを通じ、または直接「雇用保�
険審査官」に申し出てください。
　　所在地　〒102－8305
　　　　　　千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎12階
　　電　話　03（3512）1668

雇用保険法第69条第１項の処分について
１�　雇用保険法第69条第１項に規定する「雇用保険法第９条の規定によ
る確認、失業等給付に関する処分又は雇用保険法第10条の４第１項の
規定による処分」（以下「本件処分」といいます。）に不服がある場
合には、本件処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
以内に本件処分を行った公共職業安定所を管轄する都道府県労働局の
雇用保険審査官（以下「審査官」といいます。）に対して審査請求を
することができます。
２�　審査請求に対する審査官の決定に不服がある場合には、決定書の謄
本が送付された日の翌日から起算して２か月以内に労働保険審査会
（以下「審査会」といいます。）に対して再審査請求をすることがで
きます。ただし、審査請求をした日（審査官が受理した日をいう。）
の翌日から３か月を経過しても決定がないときは、決定を経ないで審
査会に対して再審査請求をすることができます。
３�　本件処分に対する取消訴訟は、当該処分についての審査請求に対す
る決定があったことを知った日から起算して６か月以内に提起するこ
とができます（決定があった日から１年を経過した場合を除きま
す。）。ただし、審査請求をした日（審査官が受理した日をいう。）
の翌日から３か月を経過しても決定がない場合は、決定を経ないで取
消訴訟を提起することができます。
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＊　失業認定を受ける年月日、氏名、支給番号を記入してください。
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離職日の翌日から翌年度末までの期間において、
(1)　雇用保険の特定受給資格者（例：倒産・解雇などによる離職）
(2)　雇用保険の特定理由離職者（例：雇い止めなどによる離職）
　として求職者給付（基本手当等）を受ける方です。
※�雇用保険受給資格者証の離職理由が11,12,21,22,31,32,23,33,34に
該当される方

離職日の翌日から翌年度末までの期間です。

※雇用保険の求職者給付（基本手当等）を受ける期間とは異なります。
※届出が遅れても遡及して軽減を受けることができます。
※�国民健康保険に加入中は、途中で就職しても引き続き対象となりますが、
会社の健康保険に加入するなど国民健康保険を脱退すると終了します。

◆対象者

◆軽減期間

◆軽減額

国民健康保険料(税)は、前年の所得などにより算定されます。
軽減は、前年の給与所得をその 30/100 とみなして行います。
※�具体的な軽減額などは、市町村にお問い合わせください。
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令和４･５年　認定カレンダー
あなたの認定日・職業相談日に印をつけましょう。

あなたの認定日は
週　型
　型

です。

曜　日

失業の申告は正しくしましょう。 （4年2月）

週
型日 月 火 水 木 金 土

5
年
1
月

1 ① ② ③ 4 5 6 ⑦
2 ⑧ ⑨ 10 11 12 13 ⑭
3 ⑮ 16 17 18 19 20 �
4 � 23 24 25 26 27 �
1 � 30 31 … … … …

… … … … … … …

2

1 … … … 1 2 3 ④
2 ⑤ 6 7 8 9 10 ⑪
3 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
4 ⑲ 20 21 22 � 24 �
1 � 27 28 … … … …

… … … … … … …

3

1 … … … 1 2 3 ④
2 ⑤ 6 7 8 9 10 ⑪
3 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
4 ⑲ 20 � 22 23 24 �
1 � 27 28 29 30 31 …
 … … … … … … …

4

1 … … … … … … ①
2 ② 3 4 5 6 7 ⑧
3 ⑨ 10 11 12 13 14 ⑮
4 ⑯ 17 18 19 20 21 �
1 � 24 25 26 27 28 �
2 � … … … … … …

5

2 … 1 2 ③ ④ ⑤ ⑥
3 ⑦ 8 9 10 11 12 ⑬
4 ⑭ 15 16 17 18 19 ⑳
1 � 22 23 24 25 26 �
2 � 29 30 31 … … …

… … … … … … …

6

2 … … … … 1 2 ③
3 ④ 5 6 7 8 9 ⑩
4 ⑪ 12 13 14 15 16 ⑰
1 ⑱ 19 20 21 22 23 �
2 � 26 27 28 29 30 …

… … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土

週
型日 月 火 水 木 金 土

7

2 … … … … … 1 ②
3 ③ 4 5 6 7 8 ⑨
4 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
1 ⑰ ⑱ 19 20 21 22 �
2 � 25 26 27 28 29 �
3 � … … … … … …

8

3 … 1 2 3 4 5 ⑥
4 ⑦ 8 9 10 ⑪ 12 ⑬
1 ⑭ 15 16 17 18 19 ⑳
2 � 22 23 24 25 26 �
3 � 29 30 31 … … …

… … … … … … …

9

3 … … … … 1 2 ③
4 ④ 5 6 7 8 9 ⑩
1 ⑪ 12 13 14 15 16 ⑰
2 ⑱ ⑲ 20 21 22 � �
3 � 26 27 28 29 30 …

… … … … … … …

10

3 … … … … … … ①
4 ② 3 4 5 6 7 ⑧
1 ⑨ ⑩ 11 12 13 14 ⑮
2 ⑯ 17 18 19 20 21 �
3 � 24 25 26 27 28 �
4 � 31 … … … … …

11

4 … … 1 2 ③ 4 ⑤
1 ⑥ 7 8 9 10 11 ⑫
2 ⑬ 14 15 16 17 18 ⑲
3 ⑳ 21 22 � 24 25 �
4 � 28 29 30 … … …

… … … … … … …

12

4 … … … … 1 2 ③
1 ④ 5 6 7 8 9 ⑩
2 ⑪ 12 13 14 15 16 ⑰
3 ⑱ 19 20 21 22 23 �
4 � 26 27 28 � � �

… … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土

週
型日 月 火 水 木 金 土

4
年
1
月

4 … … … … … … ①
1 ② ③ 4 5 6 7 ⑧
2 ⑨ ⑩ 11 12 13 14 ⑮
3 ⑯ 17 18 19 20 21 �
4 � 24 25 26 27 28 �
1 � 31 … … … … …

2

1 … … 1 2 3 4 ⑤
2 ⑥ 7 8 9 10 ⑪ ⑫
3 ⑬ 14 15 16 17 18 ⑲
4 ⑳ 21 22 � 24 25 �
1 � 28 … … … … …

… … … … … … …

3

1 … … 1 2 3 4 ⑤
2 ⑥ 7 8 9 10 11 ⑫
3 ⑬ 14 15 16 17 18 ⑲
4 ⑳ � 22 23 24 25 �
1 � 28 29 30 31 … …
 … … … … … … …

4

1 … … … … … 1 ②
2 ③ 4 5 6 7 8 ⑨
3 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
4 ⑰ 18 19 20 21 22 �
1 � 25 26 27 28 � �

… … … … … … …

5

2 ① 2 ③ ④ ⑤ 6 ⑦
3 ⑧ 9 10 11 12 13 ⑭
4 ⑮ 16 17 18 19 20 �
1 � 23 24 25 26 27 �
2 � 30 31 … … … …

… … … … … … …

6

2 … … … 1 2 3 ④
3 ⑤ 6 7 8 9 10 ⑪
4 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
1 ⑲ 20 21 22 23 24 �
2 � 27 28 29 30 … …

… … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土



令和5･6年　認定カレンダー
あなたの認定日・職業相談日に印をつけましょう。

あなたの認定日は
週　型
　型

です。

曜　日

失業の申告は正しくしましょう。

週
型日 月 火 水 木 金 土

6
年
1
月

1 … ① ② ③ 4 5 ⑥
2 ⑦ ⑧ 9 10 11 12 ⑬
3 ⑭ 15 16 17 18 19 ⑳
4 � 22 23 24 25 26 �
1 � 29 30 31 … … …

… … … … … … …

2

1 … … … … 1 2 ③
2 ④ 5 6 7 8 9 ⑩
3 ⑪ ⑫ 13 14 15 16 ⑰
4 ⑱ 19 20 21 22 � �
1 � 26 27 28 29 … …

… … … … … … …

3

1 … … … … … 1 ②
2 ③ 4 5 6 7 8 ⑨
3 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
4 ⑰ 18 19 ⑳ 21 22 �
1 � 25 26 27 28 29 �
2 � … … … … … …

4

2 … 1 2 3 4 5 ⑥
3 ⑦ 8 9 10 11 12 ⑬
4 ⑭ 15 16 17 18 19 ⑳
1 � 22 23 24 25 26 �
2 � � 30 … … … …

… … … … … … …

5

2 … … … 1 2 ③ ④
3 ⑤ ⑥ 7 8 9 10 ⑪
4 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
1 ⑲ 20 21 22 23 24 �
2 � 27 28 29 30 31 …

… … … … … … …

6

2 … … … … … … ①
3 ② 3 4 5 6 7 ⑧
4 ⑨ 10 11 12 13 14 ⑮
1 ⑯ 17 18 19 20 21 �
2 � 24 25 26 27 28 �
3 � … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土

週
型日 月 火 水 木 金 土

7

3 … 1 2 3 4 5 ⑥
4 ⑦ 8 9 10 11 12 ⑬
1 ⑭ ⑮ 16 17 18 19 ⑳
2 � 22 23 24 25 26 �
3 � 29 30 31 … … …

… … … … … … …

8

3 … … … … 1 2 ③
4 ④ 5 6 7 8 9 ⑩
1 ⑪ ⑫ 13 14 15 16 ⑰
2 ⑱ 19 20 21 22 23 �
3 � 26 27 28 29 30 �

… … … … … … …

9

4 ① 2 3 4 5 6 ⑦
1 ⑧ 9 10 11 12 13 ⑭
2 ⑮ ⑯ 17 18 19 20 �
3 � � 24 25 26 27 �
4 � 30 … … … … …

… … … … … … …

10

4 … … 1 2 3 4 ⑤
1 ⑥ 7 8 9 10 11 ⑫
2 ⑬ ⑭ 15 16 17 18 ⑲
3 ⑳ 21 22 23 24 25 �
4 � 28 29 30 31 … …

… … … … … … …

11

4 … … … … … 1 ②
1 ③ ④ 5 6 7 8 ⑨
2 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
3 ⑰ 18 19 20 21 22 �
4 � 25 26 27 28 29 �

… … … … … … …

12

1 ① 2 3 4 5 6 ⑦
2 ⑧ 9 10 11 12 13 ⑭
3 ⑮ 16 17 18 19 20 �
4 � 23 24 25 26 27 �
1 � � � … … … …

… … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土

週
型日 月 火 水 木 金 土

5
年
7
月

2 … … … … … … ①
3 ② 3 4 5 6 7 ⑧
4 ⑨ 10 11 12 13 14 ⑮
1 ⑯ ⑰ 18 19 20 21 �
2 � 24 25 26 27 28 �
3 � 31 … … … … …

8

3 … … 1 2 3 4 ⑤
4 ⑥ 7 8 9 10 ⑪ ⑫
1 ⑬ 14 15 16 17 18 ⑲
2 ⑳ 21 22 23 24 25 �
3 � 28 29 30 31 … …

… … … … … … …

9

3 … … … … … 1 ②
4 ③ 4 5 6 7 8 ⑨
1 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
2 ⑰ ⑱ 19 20 21 22 �
3 � 25 26 27 28 29 �

… … … … … … …

10

4 1 2 3 4 5 6 ⑦
1 ⑧ ⑨ 10 11 12 13 ⑭
2 ⑮ 16 17 18 19 20 �
3 � 23 24 25 26 27 �
4 � 30 31 … … … …

… … … … … … …

11

4 … … … 1 2 ③ ④
1 ⑤ 6 7 8 9 10 ⑪
2 ⑫ 13 14 15 16 17 ⑱
3 ⑲ 20 21 22 � 24 �
4 � 27 28 29 30 … …

… … … … … … …

12

4 … … … … … 1 ②
1 ③ 4 5 6 7 8 ⑨
2 ⑩ 11 12 13 14 15 ⑯
3 ⑰ 18 19 20 21 22 �
4 � 25 26 27 28 � �
1 � … … … … … …
週
型日 月 火 水 木 金 土


